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研究要旨 

長崎県のがん登録は国内では比較的精度のよい登録とされているが、欧米の水準には程

遠い。更なる精度向上を目指すには、医療機関からの届出を促進する必要がある。これま

でも、種々の届出干渉を行ってきたが、長崎県では届出数が極めて少ない。長崎県がん登

録の登録精度の維持・向上は出張採録と病理診断情報収集に依存してきたといっても過言

ではない。2011 年 11 月、医療機関のがん登録に関する意識調査を目的として、アンケート

調査を行った。内容は、届出に関すること、病理診断情報提供に関すること、院内がん登

録に関することである。対象は精神病院を除く県内の 120 病院で、回収率は 58.3％（70 施

設）であった。 

届出数を確保するにあたり、入力用ソフトの提供が有用と考えられた。病理診断情報の

提供に関しては、施設側の負担を最小限に抑えることのできる情報収集手段という側面を

持っており、今後、多くの施設の協力が期待できるのではないかと考えられた。院内がん

登録の登録項目に関しては、がん診療連携拠点病院以外でも拠点病院と同等の院内がん登

録を行っている施設があり、今後開始予定の施設でも 2割がそれと同等の院内がん登録を

予定していた。しかし、未回答、或は分からないと答えた施設が 4割と多く、それぞれの

特性について説明が必要であると考えられた。 

 

Ａ.研究目的 

長崎県がん登録は、出張採録と病理診断

情報収集を 2本柱として、登録精度の維

持・向上が進められてきた。殊に、全県の

病理診断情報を可能な限り過去に遡り収集

したことが、1985 年から 2010 年までの登

録精度の安定に繋がっている。一方、近年、

がん診療連携拠点病院（以下、拠点病院）

が指定され、その院内がん登録からの情報

提供が定着してきたこと、さらには、DCN

症例に対する徹底した遡り調査の反映とし

て、いくつかの県では DCO%の減少による精

度向上を果たしている。2010 年罹患データ

に基づく DCO%の県間比較では、最も DCO%

の低い秋田県が 1.5％と欧米並みの値を示

し、長崎県は8.6％で12位の成績であった。

さらに精度を上げるにはがん登録協力病院

を増やすことが何よりも重要である。これ

までも、様々な届出干渉を行ってきたが、

一向に成果があがっていない。如何にした

ら、医療機関にがん患者情報の提供をして

いただけるかを探るべく、2013 年 11 月、

医療機関のがん登録に関する意識調査を目

的としたアンケート調査を行った。 
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Ｂ．研究方法 

資料 1に示すアンケート調査表を 2013

年 11 月 1日、長崎県内の 120 病院（精神病

院を除く）に送付した。回答締め切りを 11

月 15 日とし、返信用封筒を同封した。督促

等は行っていない。アンケートの内容は、1、

県がん登録に届出をしたことがあるか、2、

県がん登録から病理診断情報の提供を依頼

されたことはあるか、3、院内がん登録を行

っているかの 3点である。1、に関しては、

届出様式に関する質問を、2、に関しては、

提供の仕方に関する質問を、3、に関しては、

登録項目に関する質問と登録媒体（システ

ム）に関する質問も併せて行った。 

 

Ｃ．研究結果 

アンケートの回収率は、58.3％（70/120）

であった。アンケートの回答者内訳は、病

院長を含む医師が 22 名、事務長を含む事務

職員が 28 名、診療情報管理士が 20 名であ

った。表 1は、保健所管区別にみた回答施

設数と届出施設数（2013 年実績）をみたも

のである。西彼地区はアンケート回収率が

16.6％と最も低かったが、届出施設も 0で

あり、がん登録への関心が低い地域と考え

られた。逆に、上五島、佐世保はいずれの

割合も高かった。すべての地域でアンケー

ト回収率が届出施設割合を上回っていたこ

とは評価できることであった。 

表 1. 届出とアンケートに関する保健所管区別成績 

保健所管区 施設数 届出施設数 
届出施設割合

（％） 

アンケート 

回答施設数 

アンケート 

回答率（％） 

長崎市 39 11 28.2  23 58.9  

佐世保市 18 9 50.0  13 72.2  

西彼 6 0 0.0  1 16.6  

県央 18 7 38.9  11 61.1  

県南 14 4 23.5  7 50.0  

県北 10 2 20.0  6 60.0  

五島 5 0 0.0  3 60.0  

上五島 1 1 100.0  1 100.0  

壱岐 6 1 16.7  3 50.0  

対馬 3 0 0.0  2 66.7  

合計 120 35 29.2  70 58.3  

  

アンケート結果 

1、「県がん登録に届出を出されたこがあり

ますか」という質問に対しては、「はい」が

30施設、「いいえ」が40施設であった。「は

い」と答えた施設に対して、「どのような形

で届出をされましたか」という質問を行っ

た。未回答が 1施設、他は、以下のような

回答であった。 

Ａ 県がん登録室から配布される届出票に

手書きしたものを送付：16 施設 

Ｂ 県がん登録が要求する届出フォームを

デジタル化し、入力したものをプリントア
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ウトして送付：1施設 

Ｃ 県がん登録が要求する項目を入力した

ファイルを送付：3施設 

Ｄ 院内がん登録データを県がん登録室の

求めに応じて送付：9施設 

“Ａ”と回答した施設に対し、「県がん登

録が要求する届出フォームをデジタル化し

たソフトがあれば利用したいとお考えです

か」と質問したところ、13 施設が「はい」

と答えていた。2施設は「いいえ」、1施設

は未回答であった。多くの施設が手書きよ

りも PC を用いた入力ソフトの利用を希望

していることが伺えた。 

質問 1に対し、「いいえ」と答えた施設 

に対しては、「長崎県がん登録では、上記 

Ａ,Ｂ,Ｃ,Ｄに書いてあるように様々な形の 

データを受け付けています。今後、がん 

情報を届出していただくとしたら、次の 

どれが望ましいとお考えですか。」という 

質問をした。回答は、Ａ：9施設、Ｂ：9 

施設、Ｃ：10 施設、Ｄ：8施設、4施設は 

未回答であった。 

 

2、「長崎県では、腫瘍の病理診断情報を積

極的に集めています。県がん登録から病理

診断情報の提供を依頼されたことはありま

すか。」という質問に対しては、20 施設が

「はい」、44 施設が「いいえ」、6施設は未

回答であった。なお、44 施設の中には、実

際には長崎県医師会に病理診断情報が登録

されている施設が 32 施設あり、病理登録の

存在が周知されていない実態が明らかとな

った。 

「はい」と答えた施設に対して、「提供の

仕方は次のどれですか」という質問を行っ

た。回答は以下に示す通りであった。 

Ａ 長崎県医師会が行っている組織登録委

員会を通じて提供している：5施設 

Ｂ 自院で症例のスクリーニングを行い、該

当症例の情報を提供している：7施設 

Ｃ がん登録室のスタッフが情報収集に来

院する：8施設 

「いいえ」と答えた施設に対しては、「今

後、もし提供していただけるとしたら、提

供の仕方はＡ,Ｂ,Ｃのどれが望ましいとお

考えですか」と質問したところ、Ａ：9施

設、Ｂ：13 施設、Ｃ：20 施設、2施設は未

回答であった。 

「はい」と答えた施設、「いいえ」と答え

た施設のいずれも、がん登録室のスタッフ

が情報収集に来院するという答えが最も多

かった。 

 

3、「現在、院内がん登録を行っていますか」

という質問に対しては、「はい」は 15 施設、

「いいえ」は 55 施設であった。「はい」と

答えた 15 施設に対し、「登録項目は次のど

れに該当しますか」という質問をしたとこ

ろ、1施設が未回答、他は、以下に示すよ

うなものであった。 

Ａ がん診療連携拠点病院に求められる項

目：11 施設 

Ｂ 県がん登録で求められている項目：1施

設 

Ｃ その他：2施設 

現在、長崎県には 6つの拠点病院と 2つ

の県指定がん診療連携推進病院（以下、推

進病院）が指定されている。それ以外にも

3つの病院で拠点病院に準じた院内がん登

録が行われていることが判明した。 

「いいえ」と答えた施設に対しては、「院

内がん登録を開始する予定はありますか」

という質問を行った。結果は以下のような

ものであった。 

Ａ 開始時期が決定している：14 施設 

Ｂ 開始する方向で検討中である：12 施設
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Ｃ 院内がん登録を実施したいが、どうした

らよいかわからない：28 施設 

Ｄ 実施する予定はない：1施設 

多くの施設が、「どうしたらよいかわか

らない」と答えており、研修会の開催や、

医師会報などを通じた情報提供が必要と考

えられた。 

 

Ｄ．考察 

長崎県がん登録は、前身である長崎市腫

瘍登録の登録対象エリアを長崎市から全県

に拡大する形で 1984 年に登録事業を開始

した。長崎市腫瘍登録は 1958 年に開始され

たが、当初より出張採録という積極的収集

方法が採られ、登録の量を確保してきた。

1974 年には長崎県の南半分をカバーする

組織登録（病理登録）事業が開始され、そ

こで集められた病理診断情報および付随す

る臨床情報は登録の量のみならず、質の向

上に貢献してきた。1985 年以降、長崎県北

半分の病理情報の収集にも力を入れてきた。

長崎県がん登録の登録精度の維持・向上は

出張採録と病理診断情報収集に依存してき

たといっても過言ではない。殊に、全県の

病理診断情報を可能な限り過去に遡り収集

したことが、1985 年から 2010 年までの登

録精度の安定に繋がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 長崎県における DCO%と I/D の推移 

 

また、県内の登録精度を地域別にみたと

き、非常に登録精度の低い地域が存在する

が、近年、全国的に拠点病院が指定された

ことにより、県外の拠点病院からがん情報

が提供されるようになり、地域差も徐々に

解消されつつある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 地域別 DCO% 

 

更なる登録精度の改善、具体的には DCO%

を減少させるためには、図 3から明らかな

ように、拠点病院以外の県内病院および県

内診療所からの届出を促進する必要があ

る。殊に、届出漏れの確認の意味も含め、

死亡時の届出を徹底させることが重要と

考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3. DCO%の施設内訳 

 

そこで、医療機関のがん登録に関する意

識調査を目的としたアンケート調査を行

った。回収率は 58.3％であり、地域により、
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がん登録への関心度合いに温度差があっ

た。届出に関しては、多くの施設が手書き

よりも PC を用いた入力ソフトの利用を希

望しており、届出の促進に入力用ソフトの

配布が有用と考えられた。病理診断情報の

入手に関しては、半数以上の病院が自らス

クリーニングをして情報提供しても良い

と答えており、それ以外の病院もがん登録

室のスタッフが訪問することで、大半の情

報が入手できそうである。 

院内がん登録に関しては、必ずしもすべ

ての病院で行う必要はないかもしれない。

しかし、現在、拠点病院や推進病院以外で

も同様な院内がん登録が行われており、今

後、がん登録等の推進に関する法律が実施

された暁にはすべての病院に届出義務が

課せられることになる。そのことを考慮す

ると、地域がん登録（将来は全国がん登録）

に情報提供するためだけではなく、その情

報を当該施設の特性や問題点の把握のた

めに利用できるような院内がん登録の設

置が望ましいと考える。 

 

Ｅ．結論 

届出数を確保する手段として、入力用ソ

フトの提供は有用と考えられた。病理診断

情報の提供に関しては、施設側の負担を最

小限に抑えることのできる情報収集手段と

いう側面を持っており、今後、多くの施設

の協力が期待できると考えられた。院内が

ん登録の登録項目に関しては、拠点病院以

外でも拠点病院と同等の院内がん登録を行

っている施設があり、今後開始予定の施設

でも 2割がそれと同等の院内がん登録を予

定していた。しかし、未回答、或は分から

ないと答えた施設が 4割と多く、それぞれ

の特性について説明が必要であると考えら

れた。 
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